
特 別 会 計 収　入　額 支　出　額 公営企業会計 収　入　額 支　出　額

国民健康保険事業 24億5,873万円 24億3,585万円
水道

事業

収益的 8億6,968万円 6億 901万円

介 護 保 険 事 業 23億6,390万円 22億3,338万円 資本的 3億1,696万円 6億8,705万円

後期高齢者医療 2億1,450万円 2億1,436万円
下水道

事業

収益的 14億 546万円 10億1,220万円

矢 幅 駅 周 辺
土地区画整理事業

7億7,658万円 7億7,322万円 資本的 2億4,182万円 6億6,861万円

（千円を四捨五入）

歳　出歳　出

令和元年度特別会計・公営企業会計の決算令和元年度特別会計・公営企業会計の決算
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歳出科目の決算額推移（抜粋）歳出科目の決算額推移（抜粋）

　総務費はふるさと納税返礼品

購入費が減少したことなどによ

り、前年度比約 5億 8,000 万円

減少。民生費は私立保育園への

補助などのため、約 9,000 万円

増加しました。

　土木費は下水道事業への繰出

などのため、約 1億 7,000 万円

増加。教育費は小中学校のエア

コン整備などのため、約 5 億

4,000 万円増加となりました。

教育費教育費

15億776万円（11.1％）15億776万円（11.1％）

小中学校、公民館の運営など、小中学校、公民館の運営など、

教育全般教育全般

公債費公債費

8億4,143万円（6.2％）8億4,143万円（6.2％）

事業を行うために借りた事業を行うために借りた

お金の返済金お金の返済金

土木費

30億484万円（22.2％）

道路・下水道・河川・橋の整備

や区画整理など

衛生費

7億672万円（5.2％）

病気予防に係る各種検診、

ごみ処理など

農林水産費
7億766万円 （5.2％）

農林業振興や農用排水路

の整備など

消防費消防費
3億8,977万円（2.9％）

消防団の維持、災害対策など消防団の維持、災害対策など

民生費

36億5,129万円（27.0％）

老人・障害者福祉や保育園費

などの福祉全般

総務費

24億9,938万円（18.4％）

人事、企画、財政、徴税、統計、

選挙など、町の総括的な事務

事業

※前年度比で金額が大きく増

減した科目について、オレン

ジ色にしています。

議会費議会費 1億3,044万円（1.0％）1億3,044万円（1.0％）

商工費商工費 8,342万円（0.6％）8,342万円（0.6％）

労働費労働費 2,144万円（0.2％）2,144万円（0.2％）

災害復旧費災害復旧費 243万円（0.0％）243万円（0.0％）

その他その他

2億3,773万円2億3,773万円

（1.8％）（1.8％）

民生費

総務費

土木費

教育費

農林
水産費

消防費

衛生費＊

歳  出
135億4,658万円
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指標
算定結果

（　）内は前年度数値

早期健全化
基準

比率の説明
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断

比

率

実質赤字
比率

―
（―）

一般会計が黒字の
ため、指標化なし。

14.20％
一般会計の赤字額の程度を町の財政規模と比較して指標
化し、財政運営の健康度を示すもの。

連結実質
赤字比率

―
（―）

一般会計、特別会
計、公営企業会計
が黒字のため、指
標化なし。

19.20%
一般会計、特別会計、公営企業会計の赤字額と黒字額を合
算し、町全体の赤字の程度を指標化して財政運営の健康
度を示すもの。

実質公債費
比率

13.9％
（12.9％）

下水道事業への繰出
金の増加などによ
り、前年度から 1.0
㌽増加しました。

25%

一般会計の借入金の返済額と公営企業会計や一部事務組
合の借入金の返済額のうち、一般会計からの支出と認め
られる額の合計を町の財政規模と比較して指標化し、資
金繰りの安全度を示すもの。

将来負担
比率

143.9％
（119.1%）

地方債現在高の
増、基金残高の減
等により、前年度
から 24.8㌽増加
しました。

350％以上
将来、負担すべき額から、町の貯金などを差し引いた額
を、町の財政規模と比較して指標化し、今後の財政を圧迫
する可能性を示すもの。

資金不足比率
―
（―）

町の公営企業は黒
字のため、指標化
なし。

20％以上
上下水道、下水道など公営企業の資金不足を指標化し、経
営の健康度を示すもの。

財政の健全度を

お知らせします

　令和元年度決算に基づく健全化判断比率などは、全指標で「健

全」の基準内となりました。

※健全度は財政健全化法で、下記の 5指標の算定により、「健全」、

「早期健全化」（自主的な改善努力での健全化が必要）、「財政再建」

（国などの関与による健全化が必要）で評価されます。
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実質公債費比率

将来負担比率

　実質公債費比率は近年、減少傾向でした

が、今後は岩手医科大学附属病院周辺道路

整備などの大規模事業に伴い借り入れた町

債（借金）の返済により上昇が見込まれるた

め、経費の圧縮や効率化に努めます。

　将来負担比率は、町債借入残高の増加と

基金（貯金）残高の減少により上昇しました

が、計画的な事業実施と適正規模の基金残

高を確保することに留意し、将来世代の負

担を考慮した健全な財政運営に努めます。

●各指標の推移

▼問い合わせ　令和元年度決算について詳しくは、役場企画財政課財政係（☎ 611-2726）へ。

会計名 平成30年度末 令和元年度末 増減額

町債（区画整理含む）129億4,211万円 133億6,016万円 4億1,805万円

公営企業会計 93億3,130万円 90億2,247万円 -3億 883万円

水道 23億3,786万円 23億5,383万円 1,597万円

公共下水道 44億6,173万円 43億2,193万円 -1億3,980万円

農業集落排水 25億3,171万円 23億4,671万円 -1億8,500万円

合計 222億7,341万円 223億8,263万円 1億 922万円

（千円を四捨五入）

●町債・公営企業債の現在高

　町債は一般会計と区画整理事業のための

借金で、公営企業債は上下水道事業のため

の借金です。一般会計では、道路整備や小

中学校のエアコン整備などのため、上下水

道事業では浄水場の機械設備更新などのた

めに新規の借金が必要となったことから、

前年度に比べて増加しています。
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